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【重要】警視

不正に入手し

空き部屋に発

事件の捜査の

保管場所や暗

このように空

がなされまし

１ 空き部屋

等で使用す

２ 新規に従

厳格にする

企業の首都圏

帝国データバ

1 都 3 県へ本

転入で限って

、埼玉、千葉

や商機を求め

創生で本社の

不動産相談事

相談者］共有

内 容］複数

考え方］共有物

有者の

が望ま

同意が

割しな

（同法

分割方

視庁からの要

たクレジット

発送させ、受取

の過程において

暗証番号等の情

き部屋情報が

したのでご協力

屋情報が犯罪者

する合鍵の使用

従業員やアルバ

るほか、従業員

圏転入 最多 

バンクの調査に

本社機能を移し

ても 641 件と、

葉に本社を移す

め近隣 3 県や全

の地方移転を推

事例の紹介（

有である土地の

数で共有する土

物の持分権の

同意が必要（

しい。 

が得られない

い旨の契約

法 256 条・共有

方法は、①現

要請について 

トカード情報を

取名義人に成

て、不動産業

情報を犯人グ

が犯罪に利用さ

力願います。 

者に利用されな

用・保管等につ

バイト等を採用

員等の社員教育

によると、地方

した企業数は

、転出の 639

す企業も多か

全国からの転

推進するが、

（No.66） 

の売却依頼を受

土地の売却依頼

の譲渡は自由だ

（民法 251 条

い場合は、分割

（5年を超えな

有物の分割請求

現物分割（分量

 

を用いてイン

成りすまして商

業者に勤める社

ループに提供

されないよう

ないように、社

ついて、今ま

用する場合に

育をお願いし

方から首都圏

14 年比 13%増

件を初めて上

かったが、地方

入が増えてい

東京一極集中

受けた業者 

頼を受けたが

だが、形状変更

・共有物の変更

割して売却す

ない期間の契約

求）。 

量的に分割）、

ンターネット上

商品を騙し取

社員が空き部

供していたこと

にするため、

社内における

まで以上の管理

には、その採用

します。 

圏へ企業の転入

増の 335 件と

上回った。従

方の人口減で

いる。16 年も

中に歯止めはか

が、依頼者以外

更や持分売却

更）で、共有

ることを検討

約・更新可）

②代金分割

上で商品を購入

る事件が発生

屋の所在地及

とが判明しま

下記について

る空き家情報の

理の徹底をお

用条件や権限付

入が加速して

過去最多とな

従来は比較的地

市場が縮小し

この傾向が続

かかっていな

外は売却に反対

等の共有物の

有者全員を当事

討する。ただし

がある場合は

（売却代金を

入し、その商品

生しました。こ

及び名称、合鍵

した。 

て警視庁より要

の閲覧や内覧

願いします。

付与条件等を

いる。2015 年

なった。また都

地価の安い神奈

し、労働力の確

続く。政府は地

い。 

対している。

の変更は他の共

事者とする取引

し、共有物を分

は分割できない

分割）、③価格

品

こ

鍵

要
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都

奈

確
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賠償（一人

あればそ

258 条・裁

裁判によ

ないとき

代金分割

共有者の

定されて

担保が不要

ある。 

分割が裁

る。 

ＲＡ不動産相

会は、不動産取

る不動産税務

非ご活用下さ

相談日時 

１ 不動産取引

毎週月曜日

相談応対は

２ 不動産取引

 毎週火曜日

相談応対は

うえご来所

３ 不動産取引

 原則第２・

相談応対は

うえご来所
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人が所有権を

の方法による

裁判による共

よる分割の原

や分割により

を命じる（同

の持分にある

いる状態とな

要な部分の担
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相談室のご案
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引に関する法律
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は弁護士が面談
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るが、協議が整
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抵当権等の担
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担保権を抹消し

ざるを得ないと

案内 

た弁護士及び

のとおり実施

話相談 

金曜日 午後

相談員が電話

律相談（面談
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談にて行いま
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談にて行いま
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０３７０（相
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しています。
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